
主な「見える化」の事例（未定稿）
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参考資料１



１．「直近の水準」と「過去5年間の変化」の『見える化』
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一人当たり医療費の水準と変化量の地域差

 一人当たり医療費の水準が高い都道府県のうち、直近の5年間で全国平均との差が拡大する方向に推移している都道府県と、縮小
する方向に推移している都道府県が存在。

 このような変化が何を要因として生じているのか、丁寧な分析を行った上で、取組へ反映していくことが必要。
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＜一人当たり医療費（地域差指数） の水準と変化量の分布＞

（備考）厚生労働省：「医療費の地域差分析」を基に作成。分析に利用したデータは、近日中に「経済・財政と暮らしの指標『見える化』データベース」に収録予定。 ※地域差指数とは、当該地域における一人当たり医療費
について、当該地域の年齢構成の相違による影響を補正し、指数化（全国平均を１）したもの。ここでは、市町村国民健康保険と後期高齢者医療制度における医療費を対象としている。
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 一人当たり医療費を入院と、入院外＋調剤に分けると、地域差の縮小には、入院医療費の地域差縮小が主に寄与している地域（例
えば、北海道、石川県）と、入院外＋調剤医療費の地域差縮小が主に寄与している地域（例えば、広島県）が存在。
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＜一人当たり医療費（地域差指数）の水準と変化量の分布＞＜一人当たり医療費（地域差指数）の水準と変化量の分布＞

一人当たり医療費の水準と変化量の地域差 （入院 / 入院外+調剤）

（備考）厚生労働省：「医療費の地域差分析」を基に作成。分析に利用したデータは、近日中に「経済・財政と暮らしの指標『見える化』データベース」に収録予定。 ※地域差指数とは、当該地域における一人当たり医療費
について、当該地域の年齢構成の相違による影響を補正し、指数化（全国平均を１）したもの。ここでは、市町村国民健康保険と後期高齢者医療制度における医療費を対象としている。

【入院外+調剤】【入院】
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 人口10万人あたりの病床数の増減量と一人当たり入院医療費の変化量の間には緩やかな正の相関が認められる。病床数の減少には
一人当たり入院医療費の抑制に一定の効果がある。ただし、病床数の増減だけでは説明できない差も存在。

 さらに、一人当たり入院医療費の３要素についてみると、例えば、北海道では受診率の改善が、石川県では１日あたり医療費の低減が
寄与している。

＜人口10万対病床数の増減量 ×
一人当たり医療費（地域差指数）の変化量の関係＞

一人当たり入院医療費の変化量に影響する要因の検討

受診率 1件あたり日数 1日あたり医療費

市町村
国保

後期
高齢

市町村
国保

後期
高齢

市町村
国保

後期
高齢

北海道 1.23 1.28 1.01 1.08 1.01 0.95

石川県 1.33 1.21 1.07 1.06 0.92 0.94

全国平均
(全国を1とする) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

○一人当たり入院医療費の３要素
受診率 × 1件あたり日数 × 1日あたり医療費

＜一人当たり入院医療費の３要素の全国平均との比率＞

【H26】

受診率 1件あたり日数 1日あたり医療費

市町村
国保

後期
高齢

市町村
国保

後期
高齢

市町村
国保

後期
高齢

北海道 1.27 1.29 1.02 1.07 1.00 0.96

石川県 1.33 1.23 1.06 1.05 0.95 0.96

全国平均
(全国を1とする) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

【H22】

低減改善

（備考）厚生労働省：「医療費の地域差分析」を基に作成。分析に利用したデータは、近日中に「経済・財政と暮らしの指標『見える化』データベース」に収録予定。 ※地域差指数とは、当該地域における一人当たり医療費
について、当該地域の年齢構成の相違による影響を補正し、指数化（全国平均を１）したもの。ここでは、市町村国民健康保険と後期高齢者医療制度における医療費を対象としている。
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 同一の都道府県内の自治体は概ね近い位置に分布しているが、自治体間で一定の差異も認められる。
 横展開させるべき優良事例を見出す手がかりとして、このような時系列の変化を含む「見える化」には、一定の有用性がある。

1人当たり医療費の水準と変化量の地域差（入院）＜政令市、中核市＞

（備考）厚生労働省：「医療費の地域差分析」を基に作成。分析に利用したデータは、近日中に「経済・財政と暮らしの指標『見える化』データベース」に収録予定。 ※地域差指数とは、当該地域における一人当たり医療費に
ついて、当該地域の年齢構成の相違による影響を補正し、指数化（全国平均を１）としたもの。ここでは、市町村国民健康保険における医療費を対象としている。

＜一人当たり医療費（地域差指数） の水準と変化量の分布 【入院】＞
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 基礎自治体レベルで一人当たり医療費（入院外+調剤）の水準と変化量をみると、優良事例として広く認知されている広島県呉市が大
きな効果をあげていると確認できる。

 同様に高い効果をあげている自治体に着目し、横展開させるべき優良事例の更なる掘り起しを図るとともに、取組が遅れている地域
の要因を分析し、取組を進めていくことが必要。

一人当たり医療費の水準と変化量の地域差（入院外+調剤）＜政令市、中核市＞

（備考）厚生労働省：「医療費の地域差分析」を基に作成。分析に利用したデータは、近日中に「経済・財政と暮らしの指標『見える化』データベース」に収録予定。 ※地域差指数とは、当該地域における一人当たり医療費
について、当該地域の年齢構成の相違による影響を補正し、指数化（全国平均を１）としたもの。ここでは、市町村国民健康保険の医療費を対象としている。

＜一人当たり医療費（地域差指数） の水準と変化量の分布 【入院外＋調剤】＞
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 要介護認定率（要介護2～5）のこの5年間の変化量には＋3～－3％程度の幅が見られ、一定の成果を上げている自治体を確認できる。
 横展開させるべき優良事例を見出す手がかりとして、このような時系列の変化を含む「見える化」には、一定の有用性がある。

要介護認定率（要介護2～5）の水準と変化量の地域差＜町村（人口1～1.5万人）＞

「介護予防ボランティア」等による細やかな対応
（長崎県佐々町）〉

【背景】
・地域包括支援センター稼働開始後、介護予防の普

及啓発活動を行ったが、効果は出なかった

・国のモデル事業になっている埼玉県和光市を参考
に「自分たちで考える介護」を学び、今後のビジョン
を策定

【取組内容】
・介護予防ボランティアを養成し、登録希望者を

「佐々町介護予防ボランティア」として登録
・軽度の要介護、要支援の方には積極的に「生きが

い教室」「個別運動教室」等、様々な介護予防・日
常生活支援活動への参加を推奨

【横展開のヒント】
・「地区割担当制」を導入し、職員が32ヶ所の地区を
5人で担当分けし、住民一人ひとりに目が行き届く
体制を構築

・介護ボランティアの存在がより細やかな対応を可
能にしている

（備考）長崎県佐々町へのヒアリングを基に作成

（備考）内閣府： 「経済・財政と暮らしの指標『見える化』データベース」 を基に作成。要介護認定率については、年齢調整を実施していない数値のため、自治体間の比較にあたっては留意が必要。

変化量：＋0.5％
（町村（1～1.5万人）の平均）

水準：10.1％
（町村（1～1.5万人）の平均）

＜要介護認定率（要介護2～5）の水準と変化量の分布＞
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要介護認定率(要介護2～5)の水準(2009年)
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２．「経済・財政と暮らしの指標『見える化』データベース」の
集録データの充実と分析事例
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「経済・財政と暮らしの指標『見える化』データベース」へ追加する主なデータ一覧

【社会保障】

【地方行財政、社会資本整備】

データ項目 データ種別 年 出典

協会けんぽ関連データ
（（一人当たり医療費、地域差指数）×（入院、入院外+調剤）等）

都道府県別 2007～2014年
全国健康保険協会「都道府県医療費
等の基礎データ」

市町村国民健康保険、後期高齢者医療制度関連データ
（（一人当たり医療費、地域差指数）×（入院、入院外+調剤）等）

都道府県別、市区町村別※

（※一部のデータのみ）
2008～2014年 厚生労働省「医療費の地域差分析」

年齢階級別死亡率（性別・主な疾病別） 都道府県別 2005, 2010年 厚生労働省「人口動態統計特殊報告」

後発医薬品使用割合 都道府県別、市区町村別
2009～2015年（旧指標）

2013～2015年（新指標）
厚生労働省「調剤医療費の動向」

在宅医療関連データ（在宅療養支援診療所数、在宅診療件数等） 都道府県別、市区町村別 2014年
厚生労働省「在宅医療にかかる地域
別データ集」

保育所数 都道府県別、市区町村別 1980～2013年
厚生労働省「社会福祉施設等調査報
告」

生活困窮者自立支援制度の任意の法定事業及び法定外の任
意事業の自治体ごとの実施状況

都道府県別 2015年
主要分野の「見える化」事項に則り、
厚生労働省より提供

生活困窮者自立支援制度の利用による就労者及び増収者増
都道府県別、市区町村別
（市、特別区のみ）

2015年
主要分野の「見える化」事項に則り、
厚生労働省より提供

データ項目 データ種別 年 出典

水道事業にかかる給水原価、施設利用率等 市区町村別 2010～2014年 総務省「経営比較分析表」

統一的な基準による地方公会計の整備状況 都道府県別、市区町村別 2016年
主要分野の「見える化」事項に則り、
総務省より提供

公共施設最適化事業債等を活用した事業の実施状況 都道府県別、市区町村別 2015年
主要分野の「見える化」事項に則り、
総務省より提供

都道府県税、市町村税の徴収率等 都道府県別、市区町村別 2009～2014年
総務省「都道府県税徴収実績調、市
町村税徴収実績調」
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